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I 問題と目的
学力問題や生徒指導上の問題，あるいは学級崩壊等，学校が抱える問題が山積している現状におい
て，不登校問題への対応にはそれらの問題とは違った困難がある。前者はどの教員にも関わる課題で
あるとともに社会的にも関心が高く，地域や保護者からも注目されやすい。それは教育委員会の関心
事でもあり，その課題の解決はすぐに学校に対する要請となることが多い。従って学校全体の課題と
して取り組みやすい面があり，全校研究の一環としてそれらの課題を位置づけて組織的に取り組みや
すいのである。しかし不登校問題は，直接的には担任教師の責任に帰属しやすく，その解決には担任
教師が学級の問題として個人的に取り組むことが多い。つまり自分の受け持ちの学級に不登校児童生
徒がいない限り，他学級，他学年の出来事として直接的には関わりのない問題であり，地域や保護者
の関心事にもなりにくい。不登校児童生徒の在籍小中学校合計の割合が58.0％（小学校44.3％，中学校
85.8％）（文部科学省，2011）にも上り，どの学校でも大きな課題ではあるが，ほとんどすべてのクラス
に在籍でもしていない限り，学校全体の課題として位置づけられることは少ないように思われる。
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しかし，受け持つクラスに不登校児童生徒を抱えた教師は，担任であるがゆえにその支援に多くの
労力を費やすことが多く，自らが支えられることもないまま孤軍奮闘することになりかねない。ある
いは逆に問題を子ども本人や家庭環境などに転嫁して，支援を行うことを避けてしまい他の教師も介
入できぬまま，問題が放置されてしまうこともある。最近ではスクールカウンセラー（以下，SC）や
各種の相談員，あるいは支援員，ボランティアなど，教員以外に学校教育に関わる者が多くなり，チ
ームティーチング（以下，TT）や少人数学習など指導や支援のあり方も多様化してきているが，教員
同士が他学級に関与して直接的に不登校問題の対応に協力することはあまりないように思われる。教
員が学級という枠を超えた協働による不登校支援を行いたいと思っても，それを阻む要因が学校の組
織の中にあるのではないだろうか。
渕上（1995）は，職務上の教師集団は疎結合システムであると説明している。つまり互いに働きか
けられれば応えるが，普段は個々の孤立性と分離性が保たれていて，教師同士の結びつきは希薄な状
態であるという。したがって教師集団は連携し協働するとか，チームによる指導支援などは行いに
くい特性を持っていることになる。また，八並新井（2001）は，教師のバーンアウトの規定要因を
分析した結果，教師の孤立性や管理職との藤という組織特性が強く作用していることを明らかにし
ている。こうした教師集団の特性は，学級担任がすべての権限と責任を持って教育活動を展開する日
本の学校の特徴をよく説明している。しかし，特殊教育が特別支援教育に移行し，各学校には特別支
援教育コーディネーター（以下，コーディネーター）が配置されるとともに，校内委員会も設置され，
まさに協働による支援が始まり，学校内外で連携による支援が行われるようになってきている。不登
校問題においても学級担任が一人で抱え込むことなく，教師同士が連携して組織として問題に対処す
る方法を考えなければならないのではないだろうか。
こうした連携による支援や協働による教育活動を可能にするには，教師が互いに援助を要請したり，
援助を受けたりする協力関係が欠かせないが，疎結合システムの特性を持つ教師集団では，そうした
援助関係をつくることは難しいのかもしれない。田村石隈（2006）は中学校教師の被援助志向性
（教師が同僚や専門家に援助をどの程度求めるかという認知的枠組み）を検討した結果から，教師の援助シ
ステムに必要なこととして，①援助関係に対する教師の抵抗感を低くすること，②援助関係に対する
教師の抵抗感がある程度高くても，その教師を援助できるシステムを構築することの2点を強調して
いる。このように連携して協力し合うときに大切なことは，同僚教師や専門家が一方的に介入して問
題を抱えている教師を救うことではなく，援助を申し出ることと進んで援助に参加することによって
協働関係が成立し，児童生徒への支援が展開できるのではないだろうか。
そこで本研究では，全校体制で組織として不登校問題に取り組んだ学校の事例を分析する。その過
程における教師の意識や教師集団の特性の変容，また学校システムがどのように変わって登校支援と
なったのかを，学校心理学やカウンセリング心理学等の視点から分析し，学校全体として不登校支援
に取り組む意義とその可能性について検討する。
II 研究の背景
この事例は，公立のA小学校が市の教育委員会から2年間の研究指定を受けて行われた実践事例
である。不登校児童への支援のあり方や，児童の学校適応を実践的に究明して，不登校児童数を減少
させることが期待されていた。研究結果は研究指定の2年目に公開発表され，また実践報告（岸田，
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2008）として発表されているためある程度まとまってはいるが，今回あらためて当該校の許可を得た
上で記録を整理しなおし，学校全体の実践事例としてまとめたものである。なお筆者は当時，A小
学校に3年間在籍し，学校全体の研究主任として研究を推進する立場にあった。
III 研究の内容
1.A小学校の概要と登校支援の実態
（1） A小学校の概要
地方都市の住宅街にあり，研究1年目（200X年）の児童数は765名，学級数26学級（各学年4学級，
特別支援学級2学級）の比較的大規模校である。教職員数は41名でその内訳は校長，教頭，学級担任
26名，専科教員2名（音楽，理科），養護教諭1名，少人数加配教員1名（算数の授業の他，課外活動の
マーティングバンドを指導），学習習慣形成支援教員1）3名（非常勤講師で低学年に配属），心の相談員1
名（常勤で6時間/日），事務職員2名，庁務員2名，SC1名（4時間/月）である。コーディネーター
は特別支援学級担任の一人が兼務していた。校区内には昔からの住人に加え新興住宅団地も多く，大
学や鉄道の中核駅，文化会館などの文化文教施設，市役所や中央児童相談所等の行政福祉施設も
近い。また児童の転出入は比較的多く，年間10名ほどである。
（2） A小学校の不登校児童数と在籍比率の推移
200X1年には9名（在籍比率1.17％）の不登校児童が報告されており，200X年度の研究開始時に
も休みがちな児童は多く，前年度を上回ることが懸念されていた。結果的には200X年度には不登校
児童数は15名と急増し，この年の在籍比率は1.96％（全国平均0.34％，県平均0.47％）と非常に高く
なった。過去の経緯を見ると200X7年頃から在籍比率は全国平均を上回るようになり，200X1年
と200X年に特に急増している（図1，図2）。
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1） 学習習慣形成支援教員
当該の県教育委員会が実施している活用方法選択型教員配置事業（選択型こまやか教育プラン）。校長が
いくつかの事業メニューの中から選択し，市町村教育委員会の要望に基づき配置が決められる。選択肢の
1つとして学習習慣形成支援があり，児童数が30名を超える12年生の学級を対象に複数の教員を配置
し，学級担任とのTTにより学習指導や生活指導，給食指導などを行うことを目的とする。
図1 A小学校の不登校児童数の経年変化 図2 不登校児童の在籍比率の変化
（3） 登校支援の課題
A小学校では本研究が始まる4年前から，職員会においてコーディネーターが発達障害のある児
童への支援の現状を報告していた。報告事例には発達障害だけではなく不登校や問題行動，不適応な
どの事例も含まれていた。また年度当初には1年生とクラス替えがあった4年生および担任が新しく
なったクラスでスクリーニングチェックリスト2）により特別な援助を必要とする児童をピックアップ
しており，全学年で100名程度の児童がリストアップされていた。それを市教育相談センターの巡回
相談員とコーディネーターが精査し，担任が普段の生活の中で支援できる児童，心の相談員やSC，
養護教諭等の校内の支援体制で対応ができる児童，学年会や支援会議3）で検討したり，家庭や専門機
関との連携が必要になったりする児童などに分類し実際の支援に役立てていた。こうした情報の提供
が普通にできていたのは200X3年からX2年にかけて行われた，特別支援教育推進体制モデル事
業4）の指定校としての実績があったためと思われる。一方，学校全体の課題としては，授業が成立し
ないなどいわゆる崩壊状態の学級の立て直しを全校体制で行っていたり，校舎の改築工事が行われて
いたりと，なかなか落ち着かない実状を課題として抱えていた。
まず，登校支援委員会が中心になってA小学校の不登校児童への支援の課題を整理した。学年会
で課題を出してもらうと同時に，管理職や事務職員を含むすべての教職員に対して個別にアンケート
調査を行った。これをもとに委員会で次の点が問題点としてまとめられた。
【登校支援および不登校児童生徒への支援の問題点】
① 登校状態の把握の問題
ａ.不登校児童数がかなり多いと実感はしているが，過去の不登校児童数と中1ギャップの客観
的な現状が分からない。（現状把握）
ｂ.児童がいつ，どのように欠席しているのかを一部の教員（養護教諭と管理職）だけしか知りえ
ていない。（校内情報連携）
ｃ.欠席が続いて不登校状態になってから職員会で報告されることが多く，後追い的な支援にな
っている。（早期発見予防的支援）
ｄ.家庭に大きな課題を抱えている児童が転入してくる事例が多く，転入前からの情報収集や受
け入れ態勢の検討が大変である。（支援体制）
② 連携による支援体制と教師の意識に関する問題
ａ.小学校で支援できていた児童が中学校へ進学して不登校になる事例が多く，小中学校間で支
援のための連携がまったくできていない。（小中連携）
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2） スクリーニングチェックリスト
自律教育シリーズ第1集「LDADHD児等のための自律教育校内支援体制の手引き みんなで支援
みんなが笑顔」（長野県教育委員会，2004）に収録されている，絞り込みのための一次精査用リスト。
3） 支援会議
不登校等の支援を要する児童を援助するための会議で，特別支援教育コーディネーターがコーディネー
ションを行う。担任，養護教諭，SC，相談員等の援助資源になりうる人がメンバーとなり，具体的な支援
策を決め，役割分担して支援を行う。
4） 特別支援教育推進体制モデル事業
文部科学省が2003年から2年間にわたって行った47都道府県に対する委嘱事業。学習障害（LD）のあ
る児童生徒に加え，注意欠陥/多動性障害（ADHD）や高機能自閉症のある児童生徒を含めた，総合的な
支援体制の充実を図るためのモデル事業で，それらの児童生徒に対する指導のための体制整備を目的とした。
ｂ.職員会では特別に支援が必要な児童の情報の提供はできているが，実際に誰がどのように支
援しているのか分からず，学年会任せあるいはコーディネーター任せになっている。（校内
情報連携）
ｃ.情報を提供しあっているとは言え，他学年，他学級の不登校問題には関心が向きにくい。
（教師の意識）
ｄ.巡回相談員や特別支援学校コーディネーターなどの存在が全教職員に周知徹底されていない
ため，様々な人的援助資源を職員が把握できておらず有効活用もできていない。（援助資源
校内情報連携）
ｅ.コーディネーターが不登校事例までコーディネートしているが，A小学校のような大規模
校では手が回らず悪戦苦闘している。（校内支援体制）
ｆ.学校全体として不登校などの児童に対して積極的に支援をしている雰囲気はあるが，担任に
よっては一人で抱え込んでいたり，保護者が担任に相談しづらくて他の教師に相談したりす
るなど，担任の取り組み方に温度差や食い違いがある。（教師の意識教職員組織）
③ 不登校問題に対する認識の問題
ａ.不登校状態の子どもを支援することが不登校問題の解決と考えている教師が多く，不登校に
しないために何かをしようという考えが少ない。（予防の意識）
ｂ.学級集団づくりを大切に考えて学級活動や人間関係づくりなどに力を注いでいる教師もいる
が，そうした活動がその教師の学級経営上の個人的な考えによる取り組みに終わっていて，
学校全体の取り組みになっていない。（学級集団づくり）
2.仮説
整理された問題点から，次の仮説を立てた。
 児童の不登校問題の現状（不登校，遅刻早退欠席，別室登校，中1ギャップ）を共通認識すること
で，問題の深刻さが理解でき，教師の登校支援意識が向上するだろう。
 チーム支援が軌道に乗って，情報レベルの連携から行動レベルの連携が可能な支援体制ができ
れば，役割分担して支援に取り組む意味が分かり，担任の抱え込みが減少するとともに教師の
被援助志向性も高まるだろう。
 関わりや協力，折り合いなどの意味のある集団体験を大切にした学級集団づくりに取り組むこ
とで，教師の「不登校状態にある児童を支援する」という考え方が，「児童の登校を支援する」
という考え方に変化して，その結果，児童の学校適応が促進されるだろう。
 ，，の取り組みを促進するために，集団づくりや集団アセスメントの研修を充実させる
ことで，児童の登校を支援する教師の資質が高まるだろう。
3.実践研究の視点
（1） 児童の登校の様子の明確化
①すべての児童の欠席遅刻早退別室登校等の状態を明らかにする。
②現在支援している事例の原因や支援方法を精査する。
③不登校児童数の経年変化と卒業した児童の中学校での適応状態（中1ギャップの実態）を明らかに
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する。
（2） 支援のための組織的なシステムづくり
①日々の欠席状況を全教職員が把握できるようにする。
②現在支援している事例を共通理解とする（誰がどんな支援をしているのか）とともに，各教職員の
関わり方（特に自分はどう接したらよいのか）を明確にする。
③職員会でコーディネーターが情報提供するのではなく，学級担任から児童の欠席状況を報告して
共通理解とする。
④連携支援を促進する。（小中学校間の連携促進，特別支援教育の分野で行っていたチーム支援を不登校支
援でも行う，コーディネーション）
（3） 援助資源の有効活用
①援助資源の洗い出しと，その活用方法について検討する。（人的資源の連携による有効活用，物的
環境的資源の整備と活用）
②様々な援助者のつながりをつくる。
（4） 校内教員研修や評価の充実
①登校支援の実践を振り返り，評価する。
②集団と個のアセスメントの方法について研修する。
③学級集団づくりのための方法について研修する。
4.実践1年目の取り組みと反省
（1） 研究のための組織づくり
1年目はコーディネーターを兼務している特別支援学級担任1名，6学年の担任1名，養護教諭1
名，そして筆者（2年生担任，研究全体の研究主任を兼務）の4名という少人数で登校支援委員会が組織
された。不登校問題や登校支援はすべての教師が関わる問題なので，研究メンバーの充実を図りたい
ところであったが，この年の研究の柱は図工（視覚放送研究全県大会），算数（教育課程研究），体育（A
小学校独自の研究課題），人権同和教育（市教委指定）と重要な指定研究が多く，すべての教職員が複数
の研究に関わることは事実上困難であったために，研究委員会の1つとして登校支援委員会が設置さ
れることになった。
（2） 不登校等，特別な支援が必要な児童の実態把握
全く登校できない児童は3名（内1名は適応指導教室に通う），休みがちな不登校傾向の児童が6名，
遅刻早退が多い児童が3名，別室登校（リソースルーム）2名。その他，学級になじめず他学級で授業
を受け，学校生活の大半をそこで過ごしている児童や，教室を飛び出してしまう児童などが数名。不
登校児童3名の内1名は母親との関係に課題（赤ちゃん返り）があり，もう1名は怠学的な傾向を持
ち姉も中学校で不登校状態，そして適応指導教室に通う児童は，学習困難と怠学傾向があった。この
3名の内の2名は，不登校のきっかけが風邪等の理由で1週間ほど欠席したことである。学校を休ん
だという体験がその後の長期欠席を誘引していたと考えられた。このように対人関係や家庭の問題に
起因する不適応など生徒指導上の困難を抱えた児童が多くいた。
（3） 不登校児童数の経年変化と中1ギャップの実態把握
過去14年間のA小学校の不登校児童数（年間30日以上の欠席）と在籍比率は図12のとおりであ
―21―
る。一般的に学校独自の不登校児童の統計調査を行うことはなく，教職員は「大規模校だから不登校
児童も多いのだろう」という程度の認識でいたと思われる。在籍比率の経年変化を知り，あらためて
不登校児童が多いことを確認した。
いわゆる中1ギャップについては進学先の公立中学校の協力を得て，A小学校の出身者全員につい
て調査した（国立大学附属中学校へ進学したごく一部の児童は除く）。国立教育政策研究所の調査（2004）5）
によれば，中学校1年時に不登校になった生徒の51.3％は，小学校高学年時に長期欠席を経験して
おり，中学1年で休みがちなグレーゾーンの生徒を含めると約70％の生徒が長期欠席の経験者であ
った。この調査結果を参考にして，中学校では各学年の在校生と卒業した高校1年生の4学年につい
て中学の欠席状況を調査し，小学校ではその4学年の生徒全員の小学校時代の6年間について欠席状
況を調査した。調査は指導要録の出欠欄を参考にして行われ，対象児童は500名超であった。6年間
の欠席日数を記録するとともに，一度でも不登校になった児童をピックアップした。中学校からの情
報と小学校での調査結果を照合したところ，中学校1年時に不登校になった14名の生徒の内，8名
が小学校高学年時に長期欠席を経験しており，その割合は57.0％であった（調査の中から中学校2年生
のデータを例として表1に示した）。国の調査をやや上回る結果であり，中学校との情報の共有や協力
連携した支援が必要であるという認識になった。この調査をしたことによって，中学校の校長，コー
ディネーター，生徒指導担当者，養護教諭などと日常的に連絡を取り合うことができるようになり，
不登校問題に一緒に取り組んでいく素地ができた。
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5） 国立教育政策研究所の調査
国立教育政策研究所生徒指導研究センターが，不登校生徒数が中学校1年時に急増することに着目して，
その未然防止を図るために行った研究調査。平成15年8月に『中1不登校生徒調査（中間報告）［平成14
年12月実施分］―不登校の未然防止に取り組むために―』を公表し，中学校1年時に不登校となった生徒
の半数以上は小学校時に「不登校相当」の経験があったことなどを指摘するとともに，小学校や中学校で
取り組める未然防止のための具体的な提案を行った。また，平成16年3月には『不登校の未然防止に取り
組むために－中1不登校生徒調査から分かったこと－』（パンフレット）を各学校に配付した。
表1 卒業生の欠席状況調査（例:200X2年度 中学校2年生）
No. 氏名 性
欠席日数（小学校）
小学校時の状況
欠席日数（中学
校）9月末現在
現在の状況
1 2 3 4 5 6 1 2 3
1 生徒 A 女 4 2 0 1 1 46 入院通院体調不良多い 10 8 登校
2 生徒 B 男 11 32 11 21 100 84
体調不良心身不調
その他
53 31 登校困難
3 生徒 C 女 9 17 32 74 78 27 体調不良心身不調 76 13 別室登校
4 生徒 D 女 16 31 75 33 19 48 原因不特定 157 104 登校困難
5 生徒 E 男 5 15 21 40 50 14 原因不特定 59 47 登校困難
6 生徒 F 男 28 20 35 43 19 2 原因不特定 6 3 登校
7 生徒 G 女
不登校経験なし
52 35 登校困難
8 生徒 H 男 63 25 登校困難
網掛け数値は欠席日数30日超
中学1年生で不登校になった生徒6名（B,C,D,E,G,H）の内，4名（B,C,D,E）は高学年で不登校の経験有り
（4） 支援者のつながりをつくる
学校外の専門機関の協力が必要な事例が多く，連携支援を日頃から心がけてはきたが，これまでの
連携支援の問題点に気付かされる事例があった。
養護施設で育ち，小学2年から初めて母親と同居するのに伴いA小学校に転入してきたI子が，
学校を休みがちになり，母親との関係づくりも難しくなってきた。母親は担任を信頼して初めての子
育ての相談をしてきたが，I子にとっては母親と生活をはじめるとともに転校を余儀なくされ，非常
に不安定な状態であった。児童相談所を通してI子が以前入所していた児童養護施設の指導員に協力
を依頼したところ，児童相談所の相談員から要保護児童対策地域協議会6）を開催することを提案され
た。どんな機関や人が関わっているのか当日まで分からなかったが，総勢15名の関係者がI子と母
親のために関わっていることが分かった（表2）。身内や友達なども含めて支援の様子をまとめたのが
図3のリソースマップである。
関係者がそれぞれ一様に驚いたのが，学校だけではなく多くの福祉関係や保健関係，そして行政と
民間の病院までを含め多くの支援者がいたということと，児童相談所などを除いて，それぞれの支援
者が全くその存在を知らなかったことである。まず，それぞれの立場とI子親子との関わり方，困難
な点などについて情報交換した。その際，それぞれの立場の権限や可能な支援などについても確認し
あった。
この事例では各機関がそれぞれの立場で懸命にI子親子を支援していることはよく理解できたが，
最も大きな課題はキーパーソンがいないことであった。つまり，母親はその時々の事情や気分で都合
の良いところに相談に行っていたのである。そこで，家庭に最も介入できる保健師がキーパーソンに
なって，これからの支援のコーディネーター役を担うことになった。とは言え，保健師がこれだけの
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表2 I子の支援のために開催された支援会議（要保護児童対策地域協議会）（参加者）
参集機関 学 校（7名） 公的な福祉保健機関（6名） 民間機関（2名）
参加者の内訳
（合計15名）
校長，担任，SC，巡回相
談員，特別支援学校コーデ
ィネーター，特別支援教育
コーディネーター，登校支
援委員長（筆者）
児童養護施設指導員2名
児童相談所相談員1名
市児童福祉課の担当者（要保護家
庭の支援）とカウンセラー各1名
保健所の保健師1名
母親が掛かっている民間病
院（精神科医）のカウンセ
ラーと巡回看護師各1名
6） 要保護児童対策地域協議会
児童福祉法改正法（2004）により策定された，虐待や非行児童等，保護を要する児童を地域の関係者が
連携して支援するための協議会。本協議会においては，地域の関係機関等が子どもやその家庭に関する情
報や考え方を共有し，適切な連携の下で対応していくこととなるため，以下のような利点があるとされて
いる。①要保護児童等の早期発見，②迅速な支援，③各関係機関等の連携による情報の共有化，④関係機
関の間で役割分担についての共通理解の促進，⑤それぞれの機関の責任者の明確化等。その他，関係機関
が同一の認識の下に役割分担しながら支援を行うため，支援を受ける家庭にとってより良い支援が受けら
れやすくなり，それぞれの機関の限界や大変さを分かち合うことができる。協議会の設置主体は都道府県
および市町村であり，その構成は福祉，保健医療，教育，警察司法，人権擁護その他，ボランティア団体，
NPO，民間団体と幅広い。2007年段階で85％の市町村に設置されたが（厚生労働省），その運用は自治体
によって温度差がある。文部科学省事業とは異なり，教育委員会や学校においては協議会の存在自体が周
知されていない場合も多いようである。
機関とつながることは困難であり，何をどのように連絡調整するかを限定的に決めることになった。
この事例がきっかけになって，学校内および関係機関との顔の見える関係づくりの必要性を認識した。
そこで，あらためてA小学校の登校支援に資することのできる人材（人的援助資源）を洗い出し（図
4），関係者が一堂に会するA小学校登校支援連絡会を年に2回行うことになった。それによってこ
れまではコーディネーターや直接的に支援を受けている担任教師しか知らなかった巡回相談員や適応
指導教室の指導員，SCなどの存在が，A小学校の教職員に認識され，支援が行いやすくなった。ま
た学校に関わっている各種支援者を児童や保護者に周知することで，学校の登校支援能力が向上する
ことが期待された。具体的には全校集会における児童への紹介，リソースルームだよりの発行，学校
だよりや保健室だよりでの紹介，PTA新聞や研修会での講演などが活用された。また，SC（4時間/
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図3 I子の支援のための人的リソースマップ
図4 A小学校における登校支援の援助資源
学校内リソース
【人的リソース】 【環境的リソース】
管理職（校長，教頭）学習習慣形成支援教員 リソースルーム 生徒指導係
養護教諭心の相談員少人数加配教員 保健室 教育相談係
SC特別支援教育コーディネーター 特別支援学級 就学指導委員会
担任教員事務職員庁務員 いじめ不登校委員会
児童の観察とアセスメント
担任へのコンサルテーション
保護者児童へのカウンセリング
外部機関とのコーディネーション
職員研修（学校コンサルテーション）
協力連携
期待される役割
適応指導教室 特別支援教育巡回相談員（教育事務所）
巡回相談員（市教育相談センター） 中央児童相談所
特別支援学校コーディネーター 精神保健福祉センター
保健所（保健師） 家庭（保護者） 地元大学の心理相談室
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月）や巡回相談員（1日/週）などは来校しても該当の児童や教師に関わるだけだったので，少しでも
時間があれば職員室で教職員と一緒にお茶を飲んで歓談したり，時にはクラスに入って給食を一緒に
食べたりして，顔の見える関係づくりに務めた。
（5） 欠席状況の把握と共通理解
① WEB保健板の活用7）
毎日の欠席状況や健康状態は学級担任から養護教諭へ伝えられ，養護教諭が全校を取りまとめて教
頭と校長に報告していた。学級担任は1校時開始までに保健室に紙ベースの保健板（欠席，遅刻早退，
健康観察の確認記録表）を届け，養護教諭は数値だけをまとめて報告するシステムであった。しかし，
全校体制で登校支援を行うには児童の登校状況に対する教師の意識を高めることが必要であり（岸田，
2008），このシステムでは全校教職員が登校状況を確認することができないため，教職員が全校の児
童の登校状況に関心を持つことは少なかった。また，保健板がすぐに集まらないと昼ごろまで集計が
できないことも多く，効率的なシステムではなかった。そこで，すべての教職員が児童の登校状況を
知ることが可能なWEB保健板の導入を検討した。そこで，各教室に1台のPCを常備することで，
いつでも欠席等の入力ができるようになり，誰もがすべてのクラスの一人ひとりの登校状態をチェッ
クすることができるようになった。なお，このシステムは指導要録の様式にも対応しており，学級，
学年，全校の欠席，遅刻早退はもちろん，インフルエンザ等の罹患者数を市内の学校ごとにチェック
することも可能であった。欠席者数をグラフ化して職員会で配付するなどの活用も行われた。
② 連続3日欠席の確認と報告
欠席状況を誰もが把握できるシステムができたので，欠席についての報告連絡相談を有効に行
うことが必要になってきた。欠席状況を把握する意味は，欠席日数の確認だけではなく，休み方の規
則性（週明けはよく休む，五月雨的に休むなど）の発見と休み始めに気づくためであると考え，「連続3
日欠席したら学年主任に報告し，学年主任はコーディネーターに報告する」ように担任教師に要請し
た。欠席の理由の如何を問わずに3日連続の欠席がポイントであると考えた。
③ 早期発見と情報連携
職員会では議題の前に生徒指導報告の時間を設け，全てのクラスから連続3日欠席の児童，長期欠
席児童，個別の支援を行っている児童等の報告を行うことになった。登校支援委員会が特に重要と考
えたことは，「連続3日欠席したら学年主任に報告し，学年主任はコーディネーターに報告する」と
いうシステムを登校支援のために有効に活用することである。ここで大切なことは「欠席は理由の如
何を問わない」ということである。これまでの不登校の支援では「風邪で休んでいるだけだから不登
校ではない」という思い込みが教職員の中にあり，報告が遅れることがあった。学校を休むという経
験が不登校につながりうるという認識を持つことで，予防的な支援につなげたいと考えた。
職員会での報告時に教員各自がPC上で各クラスの保健板を確認することと，やはりサーバー上に
ある学級ガイダンス写真で当該児童の顔を写真で確認して，様々な情報を交換するようにした。
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7） WEB保健板
毎日の児童生徒の出欠席や遅刻早退あるいは健康状態のチェック表を，A小学校の地域では保健板と呼
んでいる。毎朝，学級担任がチェックを行い，保健室で養護教諭が集約し，全校の出欠や健康状態をまと
めて管理職に報告するシステムである。この情報を市教育委員会のサーバー上に置かれた電子保健板
（WEB保健板）で市内のすべての小中学校が共有するように整備されていたが，当時はまだあまり活用さ
れていなかった。
（6） 学級集団アセスメント「Q－U」8）の活用
学級の一人ひとりの児童が学級集団にどのように適応しているかを見るために，「Q－U」アンケ
ートを導入し，年2回（5月と11月）実施した。このテストは簡単に行うことができるが，その結果
を有効に活かすことが難しい。良い結果が得られないと，その数値だけから学級経営に対して自信を
なくしかねない。また，担任の指導力が問われる面もあるので，実施しても互いに公表しづらいこと
が懸念された。そこで，Q－Uの活用法についての研修会を行い，結果をその後の学級経営や生徒指
導に活かすこととした。
（7） 登校支援シートの開発と活用
事例検討に必要な情報を蓄積するための登校支援シートを開発した。担任や学年会，委員会などで
支援が必要と判断された児童のシートは必ず作成され，学校のサーバー上に管理された。よって，A
小学校の教職員はいつでも誰でもが見ることができ，児童の情報を確認したり，支援会議や学年会な
どで活用されたりした。また，活用にあたっては情報の漏洩等に気をつけるとともに，知り得た個人
の情報を学校の外に漏らしてはならないという，集団守秘義務の徹底を図った。シートの内容で特徴
的なことは，以下のとおりである。
①登校状態の記録は月ごとの欠席日数に加え，遅刻早退と別室登校（適応指導教室や保健室など）も
記録した。遅刻早退，別室登校は欠席日数0.5日としてカウントされ，全欠席日数に加えられた。
学校にちょっとでも来れば不登校にカウントされないという，手続き上では見過ごされがちな欠
席状態をより正確に把握しようとするものである。
②スクリーニングチェックリストやQ－U，知能テスト等のアセスメント情報を記入した。
③本人の特性を理解するための21項目（「こだわりがある」「コミュニケーションが苦手」など）を掲げ，
選択式で簡単にチェックするようにした。
④本人の自助資源を活用するために，興味関心やできていることなどの情報を必ず記入した。
⑤記入の負担を軽減するために，指導記録の欄は各学期末に記入するだけとした。
また，日々の支援の記録ができるようエクセル形式のこのシートには，記録シートも附属しており，
任意で活用することができ，さらに学級ガイダンス写真も同ファイル上にあるため，学級担任以外で
も本人照合が可能になった。
（8）「援助資源チェックシート」と「援助チームシート」9）の活用
市販の「援助資源チェックシート」と「援助チームシート」を購入してサーバー上に置き，実際の
支援会議や学年会での検討のときに活用した。援助資源を多面的に探索できること，支援の方針や支
援チームメンバーの役割を明確にすることができ，A小学校の登校支援の実践方針に合致していた。
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8） Q－U（Questionnaire-Utilities）
「いごこちのよいクラスにするためのアンケート（学級満足度尺度）」と「やる気のあるクラスをつくるた
めのアンケート（学校生活意欲尺度）」の2つの尺度からなる心理検査（図書文化社）。 子どもたち一人ひ
とりについての学級適応や学級集団全体の状態が理解でき，その結果を活用して学級経営の方針をつかむ
ことができる。
9） 援助資源チェックシートと援助チームシート
「石隈田村式援助シートによるチーム援助入門 学校心理学実践編」（図書文化社，2003）に紹介さ
れている，チーム援助を行うためのシート。援助を必要とする児童生徒の情報を共有したり，これまでの
取り組みを整理したりして，これからの援助の目標と具体的な援助方法を決定するために活用される。
（9） 1年目の反省と課題
様々なシステムや支援アイテムの開発を試みたが，教員には説明を丁寧に行い，実際に利用しなが
ら導入していったので，非常に分かりやすく受け止められ，大きな抵抗や反発もなく導入が可能であ
った。しかしすでに欠席しがちな状態であった10数名の児童への支援は困難であり，新しくつくり
つつあったシステムがすぐに功を奏することはなかった。肝心なことはシステムをつくることではな
く，そのシステムを具体的な支援にどのように活用して，より有効的な支援を行うかということであ
る。ただ，登校支援委員会を研究の柱の1つに位置づけたことで，毎週行われる研究会の機会が確実
に保障され，委員会メンバーの間では様々な情報交換と支援策の検討を行い，いわゆる特別支援教育
で行われるところの校内委員会としての機能を果たすことができた。しかし同時に他の研究委員会が
開催されているため，本委員会以外のメンバーはその時間に研究会に参加できず，実質的な検討は別
の日に行われる学年会に委員が参加して行われることが多かった。
5.実践2年目の取り組みと反省
（1） 実践方法の修正
1年目の反省と課題から，2年目は次のような具体的な実践が必要であることが確認され，職員会
で報告された。
①不登校状態にある児童については必ず支援チームを立ち上げ，チームメンバーが具体的な支援策
を役割分担して取り組むこと。また，定期的に支援会議を行うこと。
②新しいシステムは児童の登校を支援する，成長促進的あるいは予防的な側面が強いが，いわゆる
不登校状態にある児童への支援にどう活用するか検討すること。
③児童の「欠席」に敏感になって，立ち上げたシステムを有効に活用して情報連携を進めること。
特に毎週行われる学年会では児童の様子を報告する機会を必ず設けること。
④支援会議を有効に行うために，アセスメントを重視した事例検討会の方法を研修会で行うこと。
そこには登校支援アイテムとしての各シートやQ－Uの研修会を含めること。
⑤すべての児童の登校を支援するために，日常的な教育活動（授業，特別活動，学級経営等）におけ
る集団体験を大切に考えた実践を行うこと。
職員会全体での確認をもとに，研究2年目の課題を次の2点に整理した。
①新しいシステムやアイテムを活用した不登校児童への効果的な支援の取り組み
②学校適応を促進するための予防的成長促進的支援の探求と実践
なお，2年目の登校支援委員会メンバーは各学年から1名が必ず入ったため，全学年の情報が入り
やすくなった。そこにコーディネーターと養護教諭が入って，8名で構成された。
（2） ネットワークによる支援体制
① ヒューマンネットワーク
発達障害や不登校，その他生徒指導上の問題の取り組みについてコーディネーターが中心になって
支援会議を開いてきたが，欠席しがちな児童がいても担任が黙っていれば実態を把握することが難し
く，実態が表面化しても担任が問題視しなければ同僚教師は問題として取り上げることは難しい状況
があった。しかし学年会や職員会での報告の他，WEB保健板や登校支援シートなどで誰もが全クラ
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スの情報を得て，問題を把握できるようになったため，予防的な対応が話題になることが多くなってき
た。実際の支援でも担任以外の教職員が役割を担ったりして，協力することも多くなってきた。しかし，
問題を抱えた教師の中には学年会でもあまり児童の様子を語ろうとしない様子がうかがえ，引け目を
感じたり問題を指摘されることを気にかけたりしているのではないかということが懸念された。
そこで，登校支援委員会メンバーが中心になってどの教師にも声掛けを展開することにした。ねら
いは「どのクラスの児童でもみんなが気にかけている」「一人で抱え込まなくてもいい」というメッ
セージを伝えること，そして必要に応じて実際に支援チームを結成して解決に乗り出すこと，チーム
支援を行って良かったという体験を実感してもらうことであった。教職員同士が助け助けられる関係
でつながりあえるヒューマンネットワークづくりを目指した。具体的には「先生のクラスの○○君，
最近欠席が多いようだけど，どうなの？」「○○さんは，その後元気に登校しているようだね。リソ
ースルームが気に入っているのかな」といった具合である。委員会のメンバーが自分のクラスの情報
を学年会や職員会に進んで出して支援の協力を要請するなどして，チーム支援の雰囲気づくりを展開
した。実際に筆者を含む登校支援委員会メンバー自身が自分の学級のQ－Uの結果を公表して学級
集団づくりの意見を求めたり，授業を公開して多くの同僚教師に参観してもらったりした。こうした
活動を展開することで，同僚や管理職，専門家などに援助を求めることは悪いことではなく，教師と
しての評価を下げるものでもないこと，支援を要請できることがチーム支援では大切であることなど
について，理解してもらうことがねらいだった。こうした活動によって教職員の被援助志向性は徐々
に高まっていったと思われる。
② ネットワーク型コーディネーション
学年4クラス，特別支援学級を含めると全校で26学級もある大規模校のコーディネーション活動
を一人のコーディネーターが行うことは不可能に近い。委員会の中には各学年の代表者がいるので，
その中から低学年，中学年，高学年のサブコーディネーターを選出し，もともとのコーディネータ
ーはチーフとして全校を統括する役割とした（図5）。統括の実質的な仕事は委員会で行われた。登校
支援委員会は研究委員会として位置づけられているので，一般の校務分掌（生徒指導委員会など）と違
って，毎週必ず時間が確保されており，かなり有効な運営方法となった。
また，これまでは支援チームと言ってもそのメンバーは，担任と養護教諭とか，担任と学年主任と
巡回相談員といった少人数でのチーム（コア支援チーム）であったが，必要に応じて学年会全体とそ
こに教頭が入ったり，養護教諭やSCが関わったりする拡大支援チームができるようになった。また，
専門機関や保護者がメンバーになるネットワーク型の支援チームなども結成されることが可能になっ
た（図6）。前出の要保護児童対策地域協議会などはネットワーク型の支援チームと言って良いだろう。
つまりネットワーク型とは1つの事例について学校内でのチームと専門機関内のチーム，家庭でのチ
ームなど，複数のチームが連携している状態である。あるいは学校内であっても不登校の児童に対す
る支援チーム（担任，養護教諭，学年主任等）とその保護者に対する支援チーム（SC，担任，教頭等）が
合同で支援を行うなど，多様なかたちで行われるようになった。
（3） 集団づくりを促す成長促進的支援
登校支援委員会ではどの子にも居場所，生きがい，存在感が感じられる学級集団づくりが登校支援
の基本であるという考えのもと，人間関係を促進するための個へのアプローチ，集団へのアプローチ
そして個と集団との関係へのアプローチについて整理した。基本的な考え方は子ども同士の関係，子
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どもと教師の関係の改善である。日常的な取り組みを見直したところ，個へのアプローチとして教育
相談の充実（児童と保護者への対応），友人関係への丁寧な介入（交流，協力，役割分担，折り合い等），
教員と児童のリレーションづくり（声掛け，遊び，日記，給食や清掃等の活動）を，また学級集団へのア
プローチとして授業でのグループ体験や交流（対話や討論のある授業展開，学び合い，認め合い），学級
活動の充実（人間関係づくりを意図した活動，集団の目標役割ルール心の交流を意図した活動の展開），
そして集団づくり技法の活用（対人関係ゲーム，構成的グループエンカウンター）などである。
特に大切にしたのが日々の授業を人間関係づくりの視点から見直したことである。不登校児童が教
室にいないことを前提に授業を展開するのではなく，いることを想定して授業を進めることで「先生
は○○君のことを忘れてはいない」というメッセージをクラス全体に伝えることになり，不登校児童
も学級集団に位置づけられ，疎外されることがなくなるはずであると考えた。具体的には配付するプ
リントを全員分用意して，不登校児童のプリントは隣の児童がきちんと机にしまう。グループ学習で
机を寄せるときは不登校児童の机も一緒に寄せる。教師が発問したときに「○○さん（不登校児童）
なら，なんて答えるだろうね」などと，たまに全員に投げかけてみることなどである。また，対話
（話し合い）や討論の授業を多く仕組むことで子ども同士の交流を図り，「論は否定しても人は否定し
ない」こと，アサーティブな対応を徹底すること，グループ活動を取り入れた授業を展開して交流，
協力，助け合い，折り合い，認め合いといった，良好な関係の育成に必要な対人関係スキルを授業の
中で育むことなどである。
（4） 対人関係ゲームの研修会と実践
構成的グループエンカウンター（國分，1992）や対人関係ゲーム（田上，2003）を学級集団づくり
のために実践している教員が何人かいたので，その教員を講師にして集団づくりについて職員研修会
を実施した。また，研究授業としても取り組んだり，11月に行われた人権教育月間の参観日では，
多くのクラスで対人関係ゲームの実践が行われたりした。こうした学級集団づくりはすべての子ども
を対象にした成長促進的支援であり，その支援レベルは一次的援助サービス10）であることを確認し
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10） 一次的援助サービス
学校心理学における援助サービスの基本的モデル。援助ニーズの大きさに主な焦点をあて，援助のレベ
ルを一次的，二次的，三次的と設定している。一次的援助サービスはすべての子どもを対象とした入学時
のガイダンスや，対人関係スキルの習得のための支援などをいう。二次的援助サービスは登校しぶりや学
習意欲の低下などで援助を必要としている一部の子どもを対象にし，三次的援助サービスは不登校，いじ
め，発達障害，非行など，特定の子どもを対象にした援助をいう。（参照「学校心理学」石隈利紀，1999）
図5 ネットワーク型コーディネーション 図6 支援チームの例
あった。また，学級が集団として成立する条件，①集団全体の目標があること，②ルールがあること，
③全員に役割分担があること，④児童の間（担任も含めて）に感情の交流があることの4つを共通理
解とした。
特に対人関係ゲームは，運動反応（運動，声だしなど）と情動反応（嬉しい，楽しい，ワクワクドキ
ドキなど）を併せ持つ「あそび」によって，それらの反応と両立しない不安や緊張を低減しようとす
る楽しい集団体験（ゲーム）である。対人場面や集団場面で不安や緊張が高いとうまく人と関われず，
自分はだめだ，できないという思いになってしまう。それは集団になじめない特定の子どもの問題だ
けではなく，そういう子どもを迎え入れる集団（仲間）の問題でもある。つまり「久しぶりの登校は
緊張する（不登校児童）」「久しぶりに登校した仲間とどう接すればよいか分からない（学級の仲間）」
という不安な気持ちが双方に起きるのである。したがって対人関係ゲームは基本的にワクワクドキ
ドキして楽しいあそびを通して，「関わることができた」，「一緒に活動できた」そして「楽しかった」
「友だちの役に立てた」という意味のある体験によって集団適応を図ろうとするものである。
（5） 学級集団アセスメント「Q－U」の解釈と活用の研修会
Q－Uは「いごこちのよいクラスにするためのアンケート」と「やる気のあるクラスをつくるため
のアンケート」からなり，前者は承認得点と被侵害得点を縦軸，横軸にとり，回答から得られた得点
によって，「満足群」「非承認群」「侵害行為認知群」「不満足群」のいずれかにプロットされるもので
ある。一人ひとりの学級適応状態が分かるとともに，児童同士の関わり方が分かり，それを学級経営
に役立てることができる。Q－Uは以前から一部の学年で実施していたが，登校支援研究の一環とし
て全校で行うことになったものである。しかし実施するのは簡単であるが，結果だけを見て一喜一憂
したり，自分の学級経営に自信をなくしたりする教師が多かったため，解釈と活用の仕方について研
修が必要であった。研修を通してその有効性が理解できると同時に，実施することへの抵抗感がなく
なっていったようである。
（6） リソース探しと有効活用
支援会議や学年会では原因追求よりもその児童ができていること，やれていることに注目した。ま
た，その児童を支援できる人は誰か，どのような場面で支援できるのか，あるいはどのような環境
（場所等）なら登校できるのかといった，本人の自助資源，人的資源，環境資源に注目して，「どこで
も，だれでもリソース」を合い言葉にして支援策を考えた。リソース探しには援助資源チェックシー
トや登校支援シートを活用し，支援対象の児童それぞれのリソースマップ（図3参照）を作成した。
それによって誰がどのような援助資源を持っていて，それがどの程度有効なのかが分かるとともに，
どこに支援不足があるのかも分かるようになった。また，原因追求よりもリソースの考え方が浸透し
てくると，「あれもこれもできない」という発想が，「これなら支援できるかも」という考え方に変わ
ることが多かった。また，隣のクラスの先生にはなついていて抵抗なくそのクラスに入れる状況なら，
そのクラスの先生に面倒をみてもらうことも許容できる雰囲気ができつつあった。実際に給食以外は
隣のクラスで授業を受け，生活して，卒業まで登校を続けた児童がいた。このようにリソースに着目
することで，支援の考え方の幅を広げ，これまでにない支援が展開されるようになった。
（7） 全クラスの授業公開と対人関係ゲームによる研究発表会
200X+1年11月に2年間の研究発表会が行われた。授業研究会ではないので，どのような発表内
容にするか検討が必要であった。登校支援委員会では全校の教職員の負担を軽減しようとして，委員
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長が研究発表をするという提案をしたが，多くの教員の意見によって全授業公開をすることになった。
つまり日常的な教育活動，特に授業における登校支援が大切なのだから，普段の授業のなかでどのよ
うな登校支援を行っているかを見てもらうという趣旨である。そこで，全クラスが普段の授業を2時
間公開した。例えば，算数の授業でグループ学習のときに休んでいる仲間の机も並べる姿，いじめら
れていた児童が先生に支えられて発言する姿，仲間とのコミュニケーションが取りづらい児童が，言
葉を必要としないゲームで上手に友だちと関わる姿などを，意図的に授業の中で行ったわけである。
また，4年生の1クラスが学級活動で対人関係ゲームを行い，それを全校公開研究授業とした。発達
障害で特別支援学級に入級している子や，ちょっと人と変わった行動をすることが多く，場の雰囲気
を察することが苦手な子，あるいはすぐに手が出てしまい，やや暴力的で煙たがられている子などが
本時では研究の対象児となった。終了後の研究会では，ゲームを通じて友だちと関わる楽しさを味わ
い，関わることに自信をもった姿や，折り合いをつけたり協力や連携をしたりするなど，多くの意味
ある集団体験の場面が見受けられたことが報告された。研究の対象になった子どもにとってだけでは
なく，その子たちを受け入れているクラスの仲間たちにとっても，関わり方を学ぶ良い機会になった
ようである。
6.全体考察
（1） 不登校問題の現状理解と教員の登校支援意識について
A小学校の過去の不登校児童数や中1ギャップの客観的データを調査して全教職員で共有したこ
とで，不登校児童の多さや，急増している現実を理解できた。また，児童の欠席に敏感になって共通
理解とすること，中学進学後の学校適応の状況に関心を持ち，中学校と連絡を取りやすくなったこと
などは，大きな前進であった。また支援会議を経験することで，学級担任が一人で抱え込まないで，
支援メンバーが役割分担して支援をすること，協力することの意味を理解し，多くの教師の被援助志
向性も向上したと思われる。例えば学級担任が通勤途中で不登校児童の家庭を訪問する際に，どうし
ても朝の学級活動に遅れてしまうので，同学年の隣のクラスの担任に指導に入ってもらうとか，担任
は母親とどうしてもそりが合わずに面談が難しいときに，養護教諭に母親対応を依頼するなど，支援
チームのメンバーがそれぞれの支援の役割を分担して協力し合うことが普通に行われるようになった。
他学級で過ごしていた児童についても，その状態を仕方のないものとしてとらえるのではなく，他学
級での生活や学習を教職員も学級の児童も保護者もみんなが認めることで，登校支援になっていると
いう前向きなとらえ方になったのである。保護者の間にもこうした学校の支援システムやその姿勢は
理解されていったようである。例えば，夕方に相談に来た父親が，担任がすでに退勤した後であるこ
とを知ると，「私で良ければ伺います」と申し出た同学年の他の教師に相談をし，その教師もきちん
と面談内容を担任に引き継ぐことができたという事例がある。教職員の中で最も多く聞かれた思いは，
コーディネーターや学年の先生に相談しやすくなったという感想である。登校支援委員会としても明
らかに教職員の集団の質が良い方向に変化していることを実感できたのである。特に，研究発表会の
内容を職員会で検討し，全クラスの授業公開にしたことは教職員の登校支援意識が向上したためと思
われる。こうした変容は支援会議だけの効果ではなく，3日連続の欠席は報告するとか，ネットワー
ク型のコーディネーション，各種の登校支援アイテム（登校支援シート，援助資源チェックシート，WEB
保健板等）の開発や活用により，不登校児童をどのように支援したらよいのか具体的に分かるととも
―31―
に，すべての子どもの登校を支援する方法とその意味が共通認識されたためと思われる。
また，A小学校に関わっている教職員，SC，心の相談員，巡回相談員らと学校以外の専門機関と
の実質的な連携支援が動き出したことは大きな成果であった。特に要保護児童対策地域協議会の開催
を機に始まった，A小学校登校支援連絡協議会の定期的な開催によって，すべての支援者が顔を合
わせて支援できるようになり，それぞれの役割を理解しながら，連携が取りやすくなった。
（2） 学級集団づくりと登校支援
対人関係ゲームの実践事例や職員研修会での体験，更には研究授業での実践などから，学級集団づ
くりへの意識が高まるとともに，集団づくりを通して児童の学校適応が図られて，それが登校支援に
つながることが分かった。しかしこの実践が，取り立てて集団体験の授業を行うだけではなく，普段
の授業の改善によって不適応を起こしやすい児童や不登校になっている児童も，学級集団に位置づけ
ることができるという共通認識になったことは大きな成果であった。また，対人関係ゲームの実践や
職員研修会での体験が，教職員同士のつながりを強めることにもなり，そこに登校支援委員会メンバ
ーが意識して同僚に声掛けをしていったことが，教職員間に連帯や信頼の意識を育てたものと思われ
る。
（3） 登校支援委員会の位置づけ
登校支援委員会は校内研究委員会の1つとして位置づけられたが，全校体制を築いていくためには，
単なる1委員会では難しいのではないかと思われた。特に全教職員が関わるシステムづくりのために
は，職員会で同意を得る必要もあり，全校の情報を集めたり，強い意志決定をするためには管理職が
メンバーに入るべきではないかという意見もあった。こうした危惧があったにも拘らずなんとか全校
体制が構築できたのは，次の2点が考えられる。
①登校支援委員会が特別支援教育で求められている校内委員会の機能を果たしたこと。つまり，委
員会では実際の不登校児童の支援について検討し，必要に応じて支援チームにアドバイスしたり，
委員会から学年会に働きかけて，学年会中心の拡大支援チームを結成したり，外部の機関との連
携においてその実務を担ったりしたことが，すべての教職員から支持を得たのではないかと思わ
れる。
②登校支援のシステムづくりだけでなく，学級集団づくりのための推進役を担ったこと。これには
Q－Uや援助資源チェックシートなどの具体的なアイテムの活用を呼びかけ，その有効性を感じ
てもらったことが良かったと思われる。また，実際に対人関係ゲーム等の集団体験の方法を学級
で活用してもらうために，研修会を開催したが，それが教員同士のリレーションづくりも意図し
ていたために，教員同士の温かな人間関係づくりに役立ったものと思われる。
（4） 支援システムと教師集団の変容
これまでの不登校問題への対応のあり方を検証して，新しいシステムを開発するとともに，それが
活用できるように教職員の登校支援意識を高めたことが，実践研究の成果であると思われる。したが
って2年間を通して，登校支援システムは開発から活用へ，支援の内容は不登校状態の児童だけを支
援するのではなく，予防的に開発的に支援することの意識が定着できた。また，登校支援のレベルで
考えると初期は問題対処的支援が中心であったのが，予防的成長促進的にも支援を行うようになっ
てきたので，三次的援助サービスから一次的二次的援助サービスの比重が高まっていった。しかし，
三次的援助サービスが減少したわけではなく，問題対処的な支援が必要な児童が多くいることには変
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わりなかった。また，教師集団の特性としては，互いに援助を依頼しやすい環境に変わったこと，実
際に協力し合って他学級の支援にも加わることができるようになったことなどから，かなり被援助志
向性は高まったものと思われる。研究の内容を図式的にまとめたのが図7である。
A小学校では2年間の実践的な研究の取り組みによって不登校児童数が減少し，200X+5年には全
国レベルの0.3％台になった（図8，図9）。不登校児童を支援することから，すべての児童の登校を支
援するという発想の転換によって，疎結合システムといわれる教師集団が，協力体制の取りやすい教
師集団に変容した。また，登校支援が日常的な教育活動，特に日頃の授業改善や学級集団づくりの工
夫によって可能であることが示唆された。
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図8 研究後のA小学校の不登校児童数 図9 研究後の不登校児童の在籍比率
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